
 
 
 
 
 

令和４年度 

第１回 西宮市国民健康保険運営協議会 
 
 

（議案１）会長・副会長の選出について・・・・・・・・・・・１頁 
（報告１）令和３年度事業報告について・・・・・・・・２～１２頁 
（報告２）令和４年度事業概要について・・・・・・・１３～１５頁 

 
 
 
 
 
 
 

 
日時：令和４年８月３０日（火）午後２時１５分～ 
場所：西宮市役所第二庁舎 ６階 Ｂ６０２会議室 

          ※開催場所が変更になっていますので、ご注意ください。 

 
 
 

 

西宮市 市民局 市民部 

国 民 健 康 保 険 課 

国 保 収 納 課 

 



 
議案１ 
 
会長・副会長の選出 
 

会長    １名 
 

副会長   １名 
 
 

（参考） 
国民健康保険条例 第２条の２ 

 協議会に会長及び副会長を置き、会長及び副会長は、前条第２項第３号に定

める者として委嘱された委員（公益を代表する者）のうちから、全委員の選挙

によつてこれらを定める。 
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報告１

令和３年度　国民健康保険事業報告

（１）被保険者数・世帯数　（３月３１日現在）

増減 率

55,420 56,024 -604 -1.1
225,568 224,624 944 0.4

24.6 24.9 -0.3 -1.2
82,383 84,038 -1,655 -2.0
82,383 84,038 -1,655 -2.0

退職被保険者等 0 0 0 0.0
27,034 27,177 -143 -0.5
482,204 483,641 -1,437 -0.3

17.1 17.4 -0.3 -1.7

（２）被保険者の年齢別構成　（３月３１日現在）

令和２年度

被保険者数 構成比 被保険者数 増減 率

1,358 1.7 1,413 -55 -3.9
1,766 2.1 1,771 -5 -0.3
1,994 2.4 2,040 -46 -2.3
2,227 2.7 2,310 -83 -3.6
2,843 3.5 2,866 -23 -0.8
2,494 3.0 2,433 61 2.5
2,772 3.4 2,874 -102 -3.5
3,556 4.3 3,556 0 0.0
4,219 5.1 4,384 -165 -3.8
5,145 6.2 5,313 -168 -3.2
5,519 6.7 5,348 171 3.2
5,280 6.4 5,253 27 0.5
6,981 8.5 6,999 -18 -0.3

13,077 15.9 13,861 -784 -5.7
23,152 28.1 23,617 -465 -2.0
82,383 100.0 84,038 -1,655 -2.0

（単位： 人・％）

令和３年度

一般被保険者

国保加入世帯数

４５歳～４９歳

対前年度

１　被保険者等の状況

（単位： 人・世帯・％）

全市世帯数

対前年度

（再掲）介護２号被保険者

　　　　　　　　　　　年度
　区分

令和２年度

国保加入率

国保加入率

５０歳～５４歳

  ７０歳～

　　０～　４歳

　　　　　年度
区分

全市人口

世
帯
数

被
保
険
者
数

※退職被保険者等は、会社を退職して国民健康保険に加入した被保険者（65歳未満）とその被扶養者のう
ち、一定条件を満たす場合に該当となる。なお、退職被保険者等の新規適用は平成26年度末までとなり、平
成26年度末までに退職被保険者等に該当した者は65歳になると一般被保険者となる。

令和３年度

２０歳～２４歳

２５歳～２９歳

４０歳～４４歳

３０歳～３４歳

６５歳～６９歳

５５歳～５９歳

６０歳～６４歳

　国民健康保険の被保険者数は、全市人口の２割弱を占めており、国民健康保険の加入世帯数は、
全市世帯数の約４分の１を占めている。また、全市人口が前年度比0.3％の減少であるのに対し、国
民健康保険の被保険者数は、前年度比2.0％の減少となり、国民健康保険の加入率は減少傾向にあ
る。
　退職被保険者等は、該当者すべてが65歳到達に伴い一般被保険者へ移行したため、令和２年度か
ら０人となっている。

　被保険者の年齢別構成では、前期高齢者といわれる65歳～74歳の被保険者が全体の４割を超えて
おり、高齢者が多いという国民健康保険の構造的な問題を示している。また、５歳刻みの年齢別構
成では、近年いわゆる団塊世代を含む70歳以上の被保険者数が増加傾向にあったが、令和３年度は
減少し、各年齢区分で減少傾向となっている。

国保被保険者数

　５歳～　９歳

１０歳～１４歳

３５歳～３９歳

計

１５歳～１９歳

0

5,000

10,000

15,000

20,000

(人）

(年齢)

令和３年度 令和２年度
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（３）被保険者の基準総所得別構成　（３月３１日現在）

（単位： 世帯・％）
対前年度

世帯数 構成比 世帯数 構成比 世帯数

14,306 25.8 15,025 26.8 -719
21,829 39.4 21,028 37.5 801
10,202 18.4 10,450 18.7 -248
4,208 7.6 4,365 7.8 -157
1,805 3.3 1,961 3.5 -156
926 1.7 950 1.7 -24
523 1.0 513 0.9 10
293 0.5 328 0.6 -35
204 0.4 213 0.4 -9
189 0.3 160 0.3 29
135 0.2 166 0.3 -31
800 1.4 865 1.5 -65

55,420 100.0 56,024 100.0 -604

※区分「所得なし」は、総所得金額等が０円の世帯のこと。総所得金額等が１円以上あるが、基礎控除を差
し引いたあとの基準総所得金額が０円の世帯については、「100万円以下」の区分に含む。

令和２年度

900万超～1000万円以下

400万超～500万円以下

　　　　　年度
区分

600万超～700万円以下

500万超～600万円以下

800万超～900万円以下

1000万円超～

　基準総所得金額とは、保険料の所得割額の算定基礎となるものであり、総所得金額等から基礎控
除（※）を差し引いた金額である。ちなみに、保険料の所得割額は、この基準総所得金額に所得割
の保険料率を乗じて算出する。（※令和２年度までは、基礎控除額は３３万円（一律）だったが、
令和３年度から基礎控除額は合計所得金額に応じた金額となっている。）
　被保険者の基準総所得別構成では、所得なし～200万円以下の世帯が全体の８割を超えており、低
所得世帯が多い構造である。

200万超～300万円以下

300万超～400万円以下

令和３年度

計

700万超～800万円以下

所得なし

100万円以下

100万超～200万円以下

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（単位：世帯）
被保険者の基準総所得別構成

令和３年度 令和２年度

333333



（１）医療給付の状況

増減 率（％）

84,172 85,294 -1,122 -1.3

0 0 0 0.0

84,172 85,294 -1,122 -1.3

1,569,431 1,479,954 89,477 6.0

( 498,938 ) ( 470,534 ) ( 28,404 ) ( 6.0 )

-7 14 -21 -150.0

上段：全体 (-4) ( 3 ) (-7) (- 233.3 )

下段：調剤（再掲） 1,569,424 1,479,968 89,456 6.0

( 498,934 ) ( 470,537 ) ( 28,397 ) ( 6.0 )

34,550,567 33,230,915 1,319,652 4.0

-1,141 -114 -1,027 -

34,549,426 33,230,801 1,318,625 4.0

410,476 389,604 20,872 5.4

- - - -

410,462 389,603 20,859 5.4

22,015 22,454 -439 -2.0

- - - -

22,014 22,454 -440 -2.0

25,446,766 24,410,288 1,036,478 4.2

-799 -80 -719 -

25,445,967 24,410,208 1,035,759 4.2

302,319 286,190 16,129 5.6

- - - -

302,309 286,189 16,120 5.6

16,214 16,494 -280 -1.7

- - - -

16,214 16,494 -280 -1.7

1,271.8 1,183.5 88.3 7.5

- - - -

1,271.8 1,183.5 88.3 7.5

（※）　受診率＝件数（調剤を除く）÷年間平均被保険者数×100

　　　年間平均
　　　被保険者数（人）

令和２年度
対前年度

　令和３年度の医療費の費用総額（10割相当分）は約345億4,940万円で、前年度比約13億1,860
万円の増加となっている。１人当りの費用額は410,462円で、前年度比20,859円の増加となって
いる。これは、新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えからの回復によるものであ
る。

２　保険給付

総額（千円）

一般

計

　　　　　　　　　　　　　　年　度
 　区　分

　件数　（件）

退職

一般
費
用
額

１件当り（円）

計

一般

退職

計

計

退職

一般

計

退職

１人当り（円）

一般

一般

一般

一般

　　　受診率（％）
　　　（※）

保
険
者
負
担
額

総額（千円）

１人当り（円）

１件当り（円）

計

令和３年度

一般

計

退職

退職

退職

計

退職

計

退職

444



（２）高額療養費の状況

増減 率

90,064 83,097 6,967 8.4

3,678,619 3,596,226 82,393 2.3

0 0 0 0.0

-86,884 0 -86,884 -

90,064 83,097 6,967 8.4

3,591,735 3,596,226 -4,491 -0.1

（３）高額医療・高額介護合算療養費の状況

増減 率

132 79 53 67.1

3,206 1,477 1,729 117.1

0 0 0 0.0

0 0 0 0.0

132 79 53 67.1

3,206 1,477 1,729 117.1

（４）諸給付費の状況

増減 率

254 264 -10 -3.8

106,429 109,427 -2,998 -2.7

517 509 8 1.6

25,850 25,450 400 1.6

85 17 68 400.0

2,484 934 1,550 166.0

0 0 0 0.0

0 0 0 0.0

50 85 -35 -41.2

33 33 0 0.0

（単位： 件・千円・％）

　医療費が高額になった世帯内に介護保険の受給者がいる場合、世帯単位で国民健康保険と介護
保険の自己負担額を合算し、自己負担限度額（年額）を超える額を支給する。

　出産育児一時金は、国民健康保険の被保険者が出産したとき、出生児１人につき４２万円を支
給する。産科医療補償制度の対象でない出産の場合は、４０万８千円（令和３年１２月３１日以
前の出産は４０万４千円）を支給する。
　葬祭費は、国民健康保険加入者が死亡した場合、葬祭（お葬式）を行った喪主に対し、５万円
を支給する。
　傷病手当金は、新型コロナウイルス感染症に感染し、または発熱等により同感染症が疑われた
場合に、その療養のため就労ができなかった期間（一定の要件を満たした場合に限る）におい
て、就労ができなくなった月の直近３カ月間の給与収入÷就労日数×（２／３）×支給対象とな
る日数分を支給する。
　結核医療付加金は、感染症予防法第37条の２適用医療について、医療費の自己負担相当額
（５％）を現物給付する。

令和３年度

令和３年度

（単位： 件・千円・％）

件数

金額

令和２年度

令和２年度

件数

合計

件数

金額

　　　　　　　　　　　　　　年　度
 　区　分

金額

件数

金額

　　　　　　　　　　　　　　年　度
 　区　分

出産育児一時金
金額

結核医療付加金
件数

金額

移送費
件数

金額

対前年度

（単位： 件・千円・％）

令和３年度 令和２年度

傷病手当金

件数

対前年度

葬祭費
件数

件数

金額

件数

件数

金額

　１ヶ月に支払った医療費の一部負担金が自己負担限度額を超える場合などは、申請により超え
た分を「高額療養費」として支給する。自己負担限度額は、70歳未満の人と70歳以上75歳未満の
人で異なり、また、所得区分によっても異なる。

一般

退職

対前年度

退職

合計
金額

　　　　　　　　　　　　　　年　度
 　区　分

一般

金額

5



３　保健事業

（１）特定健康診査・特定保健指導

年度  

　区分 実績 増減 率

対象者数 59,084 -1,280 -2.2

受診者数 20,470 -88 -0.4

受診率 34.6 0.6 1.7

(参考）県下平均 30.9

対象者数 2,040 -197 -9.7

終了者 757 -38 -10.4

実施率 37.1 -0.1 -0.8

(参考）県下平均 26.8

（２）健康相談・指導

増減 率

-21 -12.1

-13 -22.0

1 4.5

41 26.8
（延べ件数） 8 2.0

-41 -13.2

169 (63%) 197 (63%) -28 -14.2

指導対象者数 270 311

指導等を実施した実人数※

※「指導等を実施した実人数」の（　）書きは、対象者のうち、実際に指導等ができた人の割合

その他 194 153

計 415 407

 
指
導
内
容

食事指導 152 173

運動指導 46 59

生活指導 23 22

※実績については、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、実施年度の翌年10月末に国へ報告
する数値で受診率及び実施率が確定する。

 ①生活習慣病重症化予防対策に係る保健指導
　特定健診の結果、いわゆるメタボリックシンドロームには該当せず特定保健指導の対象とはなら
なかったが、他の項目において保健指導や医療機関への受診等の必要性が認められた被保険者に対
し、委託事業者からの電話などにより、健康相談や食事指導、運動等による生活改善のアドバイス
を行い、適正な医療受診を促している。
　令和３年度は、指導等を実施した実人数は169名で、前年度に比べ28名の減となっている。

（単位：件・％）

　　　　　　年　度
　区　分

令和３年度 令和２年度
対前年度

特定保健指導

1,842 2,039

329 367

17.9 18.0

（令和4年
5月31日現在）

（令和3年
5月31日現在）

特定健康診査

57,835 59,115

20,394 20,482

35.3 34.6

　本市では効果的な保健事業を実施するため「西宮市国民健康保険保健事業実施計画（データヘル
ス計画）」及び「第三期特定健康診査等実施計画」を統合（以下、データヘルス計画等という）
し、一体的に策定している。データヘルス計画等では、特定健康診査（以下、特定健診という）の
結果データや診療報酬明細書（レセプト）データを活用し、被保険者の生活習慣、健康状態、医療
費の状況等の分析結果から、健康課題を抽出し、被保険者の疾病の予防、健康の保持増進を図って
いる。
　データヘルス計画等では、主な課題として、特定健診受診率の向上、特定保健指導未利用者対
策、生活習慣病対策、ＣＫＤ（慢性腎臓病）対策、がん対策などについて記載している。

　国民健康保険の被保険者のうち、40歳～74歳（75歳の誕生日前まで）を対象に、生活習慣病の発
症や重症化予防のため、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）に着目した特定健診を、無
料で実施している。また特定健診の結果、生活習慣病のリスクに基づく必要度に応じた保健指導
（特定保健指導）を実施している。
　令和３年度の特定健診受診率は35.3%、特定保健指導実施率は17.9%となっている（いずれも、令
和４年５月末現在の見込み値）。令和３年度も、引き続き新型コロナウイルス感染症拡大の影響を
受けたものの、受診率は前年度を上回り、回復傾向にある。

（単位：　人，％）

令和３年度 令和２年度 対前年度（各年度5月31日時点の比較）
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（３）人間ドック助成

（単位：人・％）

増減 率

428 -11 -2.6

35 4 11.4

170 46 27.1

8 9 112.5

44 -2 -4.5

30 6 20.0

15 6 40.0

8 -5 -62.5

12 2 16.7

750 55 7.3

82 -6 -7.3

121 17 14.0

186 7 3.8

532 50 9.4

921 68 7.4

576 -28 -4.9

576 -28 -4.9

6 1 16.7

11 -2 -18.2

6 1 16.7

24 -5 -20.8

47 -5 -10.6

61 29 47.5

61 29 47.5

2,355 119 5.1

1,188 39 3.3

1,167 80 6.9

合　計 2,474

男性 1,227

女性 1,247

谷向病院
健診センター

基本ドック 90

計 90

高田上谷
病院

半日一般 7

半日シルバー 9

１日ゴールド 7

１日プラチナ 19

計 42

スペシャルコース 582

計 989
北口保健福祉

センター
検診施設

健康ドック 548

計 548

14

計 805

西宮市
医師会診療所

Ａコース 76

Ｂコース 138

Ｃコース 193

１日ドック（脳付き） 42

一泊二日
ドック

一般 36

脳付き 21

肺付き 3

脳・肺付き

39

216一般(脳付き)

心臓 17

　本市国民健康保険の特定健診対象者に対して、病気の早期発見や予防、健康増進、また特定健診
の受診率向上を目的として、指定した健診機関の人間ドックについて受診費用の助成を行ってい
る。なお、対象の被保険者は、当該年度に、人間ドック受診費用の助成（自己負担あり）と特定健
診（無料）を重複して受けることはできない。
　令和３年度の人間ドック受診費用の助成件数は、2,474件で前年度と比較すると119件（5.1％）増
加している。これは、昨年度、健診機関による人間ドックの中止期間があったものが、通年実施で
きたことによる受診機会の増加が主な要因であると考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　年　度
　区　分

令和３年度 令和２年度
対前年度

西宮市立
中央病院

半日
ドック

一般 417

脳

 ②重複・頻回・多剤等受診者

　レセプトデータ（調剤報酬明細書を含む）から対象者を抽出
※
し、対象者に医療機関への適正受診

やジェリック医薬品利用のお願いに関する文書及びリーフレットを送付している。また、対象者の
うち、特に薬剤の重複・多剤服用等の疑いのある被保険者に対して、より詳細な服薬情報に関する
通知書を送付している。（令和３年度リーフレット送付　1,032人、服薬情報通知書送付　96人）

※各種がん治療中、人工透析中、妄想性障害、統合失調症、認知症（アルツハイマー型含む）、難
病の者及び１６歳未満の者等を除く。
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４　保険料賦課状況

（１）保険料賦課の状況

所得割

均等割

平等割

（２）軽減の状況

世帯数 軽減額 世帯数 軽減額 世帯数 軽減額 世帯数 軽減額 世帯数 軽減額 世帯数 軽減額

20,966 777,233 20,966 277,888 9,473 113,961 17,639 716,091 17,639 256,034 7,644 101,070

8,170 266,725 8,170 95,179 3,426 30,650 7,150 251,525 7,150 89,755 2,769 28,007

6,845 87,979 6,845 31,393 2,487 8,793 6,051 83,147 6,051 29,669 1,982 7,818

35,981 1,131,937 35,981 404,460 15,386 153,404 30,840 1,050,763 30,840 375,458 12,395 136,895計

26,21024,880 23,439

７割軽減

医療給付費分

7.80%

　兵庫県が県全域の保険給付費等を見込み、医療費水準（令和２年度算定まで）と所得水準をふま
えて市町ごとに納付金の額を決定している。あわせて、県は市町ごとの標準保険料率を算定・公表
することとなっており、市は県から示される標準保険料率を参考に保険料率を決定し、賦課してい
る。

71,749

　国の制度として、世帯の所得が国の定めた基準以下の世帯に対して、保険料のうち均等割と平等
割を軽減（７・５・２割）する法定軽減制度がある。
　令和３年度は、前年度に比べ軽減世帯数及び軽減額ともに増加している。

　　　　年度

 区分

　国民健康保険料は、医療費や出産育児一時金等の給付のために兵庫県に納める納付金や保健事業
の費用に充てる医療給付費分、後期高齢者医療制度の支援金分として県に納める納付金に充てる後
期高齢者支援金分、介護保険制度の負担金分として県に納める納付金に充てる介護納付金分（40歳
～64歳までの人が対象）の３つで構成されている。それぞれの保険料は、被保険者の所得に応じて
かかる所得割、被保険者数に応じてかかる均等割、世帯にかかる平等割の３つで構成されている。
　令和３年度の保険料率は、前年度に比べ、医療給付費分、後期高齢者支援金分及び介護納付金分
すべて引き上げとなっている。賦課限度額は、政令と同額となっており、前年度と同額である。

２割軽減

令和２年度

6,240円

190,000円

　　　　年度

 区分

調定額（千円）
※現年度分

料
率

630,000円

682,5306,039,263

令和２年度

介護納付金分医療給付費分

１人当り（円）

104,776

2,094,222

10,800円

令和３年度

医療給付費分

718,713

24,750

（単位：世帯・千円）

介護納付金分後期高齢者支援金分

後期高齢者支援金分後期高齢者支援金分 介護納付金分

21,120円

2.45%

30,360

69,454

2.75%

170,000円

5,924,011

12,120円

１世帯当り（円）

賦課限度額

令和３年度

介護納付金分医療給付費分 後期高齢者支援金分

５割軽減

30,480円

170,000円

28,757

630,000円 190,000円

1,999,168

35,358107,300

7,680円

37,208

2.30%

20,640円

30,360円

7,200円

10,320円

2.53%

5,760円

11,400円

7.33%
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（３）減免の状況

件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額

1 22 1 8 1 5 2 211 2 73 1 24

1,925 85,641 1,925 30,107 832 11,961 1,872 75,839 1,872 26,145 814 10,151

67 3,573 67 1,260 33 526 66 3,223 66 1,112 33 449

12,068 133,600 12,068 47,090 3,574 10,388 12,000 126,289 11,999 43,589 3,537 9,843

22 353 22 126 18 91 27 300 27 103 19 63

581 72,211 581 25,519 381 14,436 1,771 214,458 1,771 73,577 1,181 40,647

14,424 49,957 14,444 17,712 7,255 9,640 13,444 44,809 13,436 15,455 6,942 8,290

512 10,713 512 3,752 0 0 487 11,803 487 4,022 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

35,417 52,232 35,032 17,131 12,773 5,805 - - - - - -

65,017 408,302 64,652 142,705 24,867 52,852 29,669 476,932 29,660 164,076 12,527 69,467

（４）非自発的失業者に係る保険料軽減

（単位：件）

（５）不納欠損の状況

令和２年度

令和２年度令和３年度
　　　　　　年度
  区分

件数

　　　　　　年度
  区分

金額

1,6741,337件数

東日本大震災

（単位：件・千円）

　倒産などで職を失った失業者に対する措置として、非自発的失業による保険料軽減制度がある。
これは、失業時からその翌年度末までの間、前年の給与所得を30/100として計算するものである。

　歳入徴収額を調定したものの、債務者が死亡し相続人もいない場合や、時効が成立したときなど
徴収ができず、今後も徴収の見込みがたたない場合に不納欠損処分を行っている。
　令和３年度の不納欠損処分額は、時効成立による債務消滅額が減少したため前年度比約3,280万円
の減となっている。

1,612

後期高齢者支援金分

120,38587,587

1,637

令和３年度

所得減少

介護納付金分医療給付費分後期高齢者支援金分

令和３年度

介護納付金分

　市の独自施策として、失業等により生活状況が苦しくなり保険料を負担することが困難である等
の事情がある場合、保険料のうち所得割を減免できる制度がある。減免制度は、市の条例で規定し
ている。
　新型コロナウイルス感染症の影響による減免について、国の財政支援のもと、令和２年度６月よ
り申請を受け付けている。また令和３年度より、保険料率抑制のための一般会計繰入を段階的に削
減することに伴い、被保険者の保険料負担が増加することへの影響の緩和措置として、保険料負担
緩和減免を創設している。

令和２年度

（単位：件・千円）

災害・盗難

低所得

医療給付費分

特別減免

コロナ

その他

失業・休廃業

計

保険料負担緩和減免

　　　　年度

 区分

旧被扶養

999



５　保険料収入状況

（１）保険料の収入状況

不納欠損額 収入未済額 収入率 前年度収入率 対前年度増減

0 454,515 94.87 95.32 -0.45

87,587 1,098,900 25.16 23.17 1.99

87,587 1,553,415 84.28 83.24 1.04

（２）保険料収入率の推移（現年度分・滞納繰越分）

区分

8,397,683

8,796,511

現年度分

計

（単位：千円・％）

収入済額調定額

10,437,512

398,828

8,852,198

　保険料は、国民健康保険事業を支える重要な財源の1つであり、安定的な事業運営を行うために
も保険料収入を確保することは非常に重要である。
　令和３年度の現年度分収入率は前年度に比べ0.45ポイント減少し94.87％に、滞納繰越分は前年
度に比べ1.99ポイント上昇し25.16％となっている。
　国民健康保険は、収入が全く無い加入者であっても保険料が賦課され、失業者や収入の不安定
な自営業者が多く加入していることもあり、保険料収入面において厳しい状況がある。
　こうした中、現年度収入率が減少したのは、新型コロナウイルス感染症拡大による経済への影
響が長引いているところが大きいと考えられる。滞納繰越分収入率の上昇は、財産調査の推進、
滞納処分の強化、不良債権の処理等これまで取り組んできた「収納対策緊急プラン」による様々
な徴収対策の結果によるものと考えられる。

1,585,314滞納繰越分

94.21 94.61 94.89 95.32 94.87

20.79 21.88

20.40 23.17
25.16

78.35 80.69 81.72
83.24 84.28

0

20

40

60

80

100

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（％） 現年度分 滞納繰越分 合計
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（３）阪神間の収入率

（単位：％）

西宮市 神戸市 尼崎市 伊丹市 芦屋市 宝塚市 川西市 三田市

94.87 93.77 95.33 96.92 95.67 96.04 94.77 97.37

25.16 21.95 26.86 25.91 28.73 21.62 17.30 21.69

84.28 85.21 85.19 83.96 87.67 77.12 73.40 85.17

（４）納付方法別収入状況

世帯数 収入額 世帯数 収入額 世帯数 収入額

6,174 585,123 6,822 623,937 -648 -38,814

構 成 比 9.69 6.97 10.82 7.61 -1.13 -0.64

31,589 4,970,601 30,330 4,753,348 1,259 217,253

構 成 比 49.61 59.19 48.11 57.95 1.50 1.24

25,917 2,841,959 25,889 2,825,278 28 16,681

構 成 比 40.70 33.84 41.07 34.44 -0.37 -0.60

63,680 8,397,683 63,041 8,202,563 639 195,120

構 成 比 100.00 100.00 100.00 100.00 ― ―

※　世帯数は延べ世帯数

（単位：世帯・千円・％）

対前年度増減

　阪神間の収入率は次の通りとなっている。

令和３年度

合計

　　　　　　都市
区分

令和２年度            年度
 区分

　納付方法別収入状況では、口座振替による収入が収入総額の６割弱を占めている。

合 計

自 主 納 付

現年度

滞納繰越分

特 別 徴 収

口 座 振 替
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６　決算状況（見込）

令和２年度

予算現額 決算額
収入率・
執行率

決算額 増減額 増減率

A B C=B/A D E=B-D F=E/D

8,415,747 8,796,511 104.5 8,603,432 193,079 2.2

1 7 700.0 5 2 40.0

58,785 58,973 100.3 252,150 -193,177 -76.6

31,817,821 30,415,018 95.6 29,490,866 924,152 3.1

559 113 20.2 164 -51 -31.1

5,353,207 5,235,371 97.8 5,085,221 150,150 3.0

(447,108) (447,108) (100.0) (463,767) (-16,659) (-3.6)

545,810 545,811 100.0 328,953 216,858 65.9

115,020 75,739 65.8 112,017 -36,278 -32.4

46,306,950 45,127,543 97.5 43,872,808 1,254,735 2.9

686,084 654,317 95.4 641,653 12,664 2.0

30,950,726 29,411,708 95.0 28,315,434 1,096,274 3.9

13,421,706 13,421,705 100.0 13,520,861 -99,156 -0.7

349,450 289,547 82.9 283,579 5,968 2.1

464,390 463,944 99.9 220,654 243,290 110.3

342,164 336,330 98.3 344,816 -8,486 -2.5

92,430 0 - 0 - -

46,306,950 44,577,551 96.3 43,326,997 1,250,554 2.9

0 549,992 545,811 4,181 0.8

（２）　西宮市国民健康保険財政安定化基金

（単位：千円）

令和３年度 令和２年度

1,396,743 1,639,856

463,831 220,490

113 164

減 447,107 463,767

1,413,580 1,396,743 16,837

増減

-243,113

増
積立額（剰余金等処分） 243,341

-51

期末残高

諸支出

予備費

計

取崩額 -16,660

差引

歳
出

区分　　　　　　　 年度

期首残高

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

基金積立金

繰入金

(再掲：うち基金繰入金）

繰越金

諸収入

計

歳
入

国民健康保険料

総務費

国庫支出金

県支出金

財産収入

手数料

　歳入は、新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えからの回復に伴い、保険給付費が増加した
ことによる普通交付金の増などにより、前年度比約12億5,500万円の増となった。
　歳出は、新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えからの回復に伴う保険給付費の増などによ
り、前年度比約12億5,100万円の増となった。
　収支は約５億5,000万円の黒字となり、前年度比約420万円の増となった。

（１）　決算見込

　西宮市国民健康保険財政安定化基金は、国民健康保険事業の財政安定化に資するため、設置している
ものである。
　令和３年度は令和２年度決算剰余金の一部（約４億6,400万円）と令和３年度中の運用利子（113千
円）を積み立てた。また、保険料率の上昇抑制（２億5,000万円）と県支出金超過交付返納金（約１億
9,700万円）の費用に充てるため、約４億4,700万円の取り崩しを行った。

保健事業費

利息

（単位：千円・％）

　　　　　　　　　年度
 区分

令和３年度 対前年度
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報告２

令和４年度　国民健康保険事業概要

１　国民健康保険の状況

（１）概況

（２）被保険者数等

(単位：人・世帯・％）

増減 率
世
帯
数

55,500 53,800 1,700 3.2 56,284

83,400 84,600 -1,200 -1.4 84,172

27,000 27,200 -200 -0.7 27,421

37,400 37,700 -300 -0.8 37,327

（３）予算

(単位：千円・％）

増減 率
国民健康保険料 8,060,799 8,513,721 -452,922 -5.3 8,796,511
手数料 1 1 0 0.0 7
国庫支出金 0 1 -1 皆減 58,973
県支出金 30,358,012 30,504,519 -146,507 -0.5 30,415,018
財産収入 425 559 -134 -24.0 113
繰入金 4,905,635 5,081,276 -175,641 -3.5 5,235,371
繰越金 1 1 0 0.0 545,811
諸収入 112,824 115,020 -2,196 -1.9 75,739

43,437,697 44,215,098 -777,401 -1.8 45,127,543
総務費 684,988 711,136 -26,148 -3.7 654,317
保険給付費 29,585,182 29,669,144 -83,962 -0.3 29,411,708

12,762,801 13,421,706 -658,905 -4.9 13,421,705
保健事業費 363,300 374,491 -11,191 -3.0 289,547
基金積立金 425 559 -134 -24.0 463,944
諸支出 41,001 36,001 5,000 13.9 336,330
予備費 0 2,061 -2,061 皆減 0

43,437,697 44,215,098 -777,401 -1.8 44,577,551

区分　　　　　　　　　年度
令和４年度

（当初予算）
令和３年度

（当初予算）
対前年度 （参考）

令和３年度決算
※3-2月平均

一般世帯

（参考）
令和３年度決算

歳
入

歳
出

国民健康保険事業費納付金

　前年度当初予算時に比べ、被保険者数は減少すると見込んでいる。

　令和４年度予算は約434億4,000万円で、前年度比約７億7,700万円の減となっている。
　歳入については、昨年度と比べ被保険者数の減などにより、国民健康保険料は前年度比約４億
5,300万円の減、県支出金は１億4,700万円の減となっている。繰入金は基金繰入金の減などによ
り、前年度比約１億7,600万円の減となっている。
　歳出については、被保険者数の減により、保険給付費全体で約8,400万円減となっている。国民
健康保険事業費納付金は、兵庫県から示される金額を納付するものであるが、そのうち医療給付
費分及び後期高齢者支援金等分が減少することにより、約６億5,900万円の減となっている。

対前年度

計

被
保
険
者
数

一般被保険者

介護２号被保険者（再掲）

前期高齢者（再掲）

区分　　　　　　　　　年度
令和４年度

（当初予算）
令和３年度

（当初予算）

計

　国民健康保険（国保）制度は、国民皆保険体制の基盤となる制度として、これまで地域住民の
健康の保持増進や福祉の向上等、重要な役割を果たしてきたといえる。
　市町村とともに都道府県も国民健康保険制度を担うことになり、都道府県が安定的な財政運
営、効率的な事業の確保等の国保運営について中心的な役割を担い、市町村は、被保険者の資格
の取得及び喪失に関する事項、保険料の徴収、保健事業等を実施することとなっている。
　近年は、高齢化の進展に伴い、被保険者における高齢者の割合が高くなっており、また、低所
得者の割合が高いなど、財政基盤が脆弱であるという構造的な問題を抱えており、国保財政は非
常に厳しい状況下にある。
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（４）保険料率

増減（Ａ－Ｂ） 率

所得割 7.12 ％ 6.77 ％ 7.80 ％ -1.03   -13.2 ％

均等割 30,742 円 30,480 円 30,480 円 0 円 0.0 ％

平等割 20,013 円 19,680 円 21,120 円 -1,440 円 -6.8 ％

630,000 円 650,000 円 630,000 円 20,000 円 3.2 ％

所得割 2.67 ％ 2.67 ％ 2.75 ％ -0.08   -2.9 ％

均等割 11,184 円 10,800 円 10,800 円 0 円 0.0 ％

平等割 7,281 円 7,200 円 7,680 円 -480 円 -6.3 ％

190,000 円 200,000 円 190,000 円 10,000 円 5.3 ％

所得割 2.63 ％ 2.54 ％ 2.45 ％ 0.09   3.7 ％

均等割 13,550 円 12,720 円 12,120 円 600 円 5.0 ％

平等割 6,728 円 6,720 円 6,240 円 480 円 7.7 ％

170,000 円 170,000 円 170,000 円 0 円 0.0 ％

２　主な事業概要等

（１）保険料の収入

（２）保険給付
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令和４年度
標準保険料率

令和３年度
（市決定）Ｂ
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対前年度
区分　　　　　　　　　年度

　兵庫県が県全域の保険給付費等を見込み、医療費水準（令和２年度算定まで）と所得水準及び
令和３年度算定からは保険料収納率をふまえて市町ごとに納付金の額を決定している。あわせ
て、市町ごとの標準保険料率を算定・公表している。
　市は、この納付金の支払いを含めた国民健康保険事業費用を賄うために、県の示す標準保険料
率を参考として、必要な保険料を賦課・徴収することになる。
　令和４年度は、兵庫県において県内市町間での相互扶助を目的とした算定方法の一部見直しを
行ったこともあり、１人当りの納付金が減少している。保険料率を抑制する目的等の一般会計繰
入は、国において、計画的に削減・解消すべきとされており、令和４年度は前年度と比べて１億
５千万円減の３億円の繰入を行う。また、一般会計からの繰入を行うことで、保険料率の上昇を
全体として抑制することができたことなどから、令和４年度については基金の繰入は行わないこ
ととし、保険料率を決定した。

令和４年度
（市決定）Ａ

　保険料は、国民健康保険事業を支える重要な財源の1つであり、安定的な事業運営を行うために
も保険料収入を確保することは非常に重要である。
　現年度分保険料については、引き続き、文書・コールセンターによる納付勧奨及び口座勧奨の
実施、普通徴収の口座振替原則化の周知により新規滞納や小口滞納の累積化を防ぐ。また、令和
４年度より、スマートフォン決済（４月～）及び市のホームページからインターネット経由で口
座振替申込手続きができるサービス（10月～）を開始し、市民の利便性向上と収納率向上を図
る。
　滞納繰越分保険料については、預貯金等の財産調査に基づく差押等の滞納処分の強化並びに不
良債権処理を進め、滞納繰越額の早期解消に取り組んでいく。

　被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給付を行っている。疾病及び負傷に
対する給付の主なものとして療養の給付や高額療養費などがあり、被保険者は、医療機関等の窓
口へ被保険者証等を提示することにより、医療費の一部を支払うだけで医療を受けることができ
る。出産に関しては出産育児一時金、死亡に関しては葬祭費を申請等によりそれぞれ支給する。
　被保険者数は減少傾向にあるが、高齢化の進展などにより、診療１人当たりの保険給付費は増
加傾向にあるため、今年度も引き続きレセプト点検および柔道整復施術療養費支給申請書の内容
点検業務を実施し、医療費適正化に努めていく。
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（３）保健事業

（４）広報・啓発

　国民健康保険制度は、長年にわたり制度改正を積み重ねてきたこと、また、平成30年度から都
道府県単位化したことにより、大変複雑でわかりにくい制度となっている。制度を適正かつ効率
的に運用するためには、被保険者等の理解・協力が不可欠である。今後も、市のホームページや
市政ニュースをはじめとした様々な広報媒体を活用し、効果的な広報・啓発の実施に努めてい
く。

　データヘルス計画等に基づき、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業を実施
する。特に、保健事業の基本となる特定健診の受診率向上や医療費適正化について取り組む。

〇特定健診受診率向上の取り組み
　特定健診受診率及び特定保健指導の実施率向上の取り組みとして、受診券が届く時期に合わせ
たコールセンターによる電話での受診勧奨や巡回健診の予約期間に合わせた対象地域への受診勧
奨チラシの個別送付を引き続き実施する。また、事業主が実施する健診を受診している場合に
は、事業主健診の結果提供をしていただくため、提供のあった人の内、希望者に粗品（マスク）
を送付するなどインセンティブを付することで結果票の提供数を増やすことを目指す。そのほ
か、兵庫県が実施する事業に参画し、対象者の年齢・性別・健診受診歴・健診結果、レセプトの
生活習慣病治療歴を考慮して、それぞれの特性に応じた勧奨通知（はがき）を送付する。

〇重症化予防の取り組み
　重症化予防については、慢性腎臓病（ＣＫＤ）患者の早期治療及び重症化の予防を図り、かつ
新規の人工透析患者が減少することを目的とした「西宮市国民健康保険ＣＫＤ（慢性腎臓病）予
防連携事業」を、西宮市医師会、近隣の高度専門医療機関と連携し、引き続き実施する。
　また、健診の結果、生活習慣病リスクが高い医療未受診者や糖尿病の治療中断者、喫煙者を対
象に、医療機関への受診勧奨や禁煙指導などに引き続き取り組む。
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